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１．はじめに 

１－１． 研究背景と目的 

 日本の土地利用計画制度は、1968年に区域区分制度（線

引き制度）が創設されて以降、人口増加に伴う市街地拡大

に対する土地利用コントロール手法として、一定の役割を

果たしてきた。しかし、制定から50年以上が経過した近年

の人口減少期において、住宅地では、新たな住宅供給のた

めの「開発」だけでなく、既存住宅の建替・増改築などの

「更新」や、空き家の発生・除却による「縮退」といった

異なる土地利用変化が、同一都市内で同時に発生している。 

人口増加期には、開発余地が多く需要も高かったため、

開発の誘導・規制によって土地利用コントロールを行うこ

とが基本的には可能であった。それに対して、人口減少期

においては、開発・更新・縮退が混在し、人口動態も多様

化しているため、都市の持続性を見据えて、開発・更新・

縮退を包括的に捉えた土地利用コントロールを行うことが

求められている。しかし、現行制度では、開発・更新・縮

退に伴って発生する個別の課題に対応する仕組みに留まっ

ている。例えば、立地適正化計画制度では居住誘導区域の

設定により居住の集約が図られているが、実際には区域外

での開発が継続する一方で、区域内では空き家が増加する

など、土地利用の方針と人口動態が必ずしも整合していな

い状況が生じている 1)。また、空き家対策は進められてい

るものの、既存ストックの管理・活用・除却に主眼が置か

れており 2)、開発や更新との関係の中で、都市全体の土地

利用変化の一部として統合的に捉えるような視点は乏しい。 

以上より、人口減少期の土地利用コントロールのあり方

を検討するためには、まず、開発・更新・縮退の実態を把

握し、それらと人口動態の関係を一体的に明らかにするこ

とが重要と考えられる。つまり、どのような開発・更新・

縮退パターンが人口動態と対応（整合・乖離）しているの

かを把握することが求められる。なお、本研究では、住宅

地の土地利用変化を開発・更新・縮退として捉えることと

した。人口減少期においては、住宅ストックの余剰や空き

家問題が顕在化していることから、住宅地の土地利用コン

トロールが都市の持続性に大きく影響すると考えた。 

以上を踏まえ、本研究では、以下3点を目的とした。 

① 住宅地における開発・更新・縮退の組み合わせとし

ての空間パターンを類型化する。 

② 各類型が発生しやすい空間的特徴や、土地利用制度

および立地条件との関係を整理する。 

③ 開発・更新・縮退パターンと人口動態の整合および

乖離の実態を明らかにする。 

１－２． 既往研究との関連 

 都市内の開発・更新・縮退動向を明らかにした研究とし

ては、個別の動向に着目したものが多い。例えば、前迫ら
3)は、都城市の線引き制度廃止前後の開発動向変化を建築確

認申請から整理し、土地利用規制種別に把握している。豊

島ら 4)は、金沢市の空き家・空き家再利用の動向を整理し、

流通・再生要因を分析し、流通の仕組みに係る知見を得て

いる。開発・更新・縮退の動向を同時に捉えた研究として

は、氏原ら 5)の研究がある。この研究では、住宅地の建物

変化として開発・滅失・空き家の動向から都市スポンジ化

の実態を把握し、団地開発等の都市整備手法との関連分析

を行っているが、人口動態との関係は見ていない。 

また、開発・更新・縮退が生じる空間的特徴を明らかに

した研究も多くの蓄積がある。坪井ら 6)は、高松市の線引

き制度の廃止前後の開発動向要因を明らかにしているが、

農地転用のみを対象としている。高橋ら 7)は、空き家の発

生分布の変化や現状と、その要因となる空間的特徴を明ら
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かにしているが、開発・更新については見ていない。 

さらに、土地利用変化と人口動態の関係を見た研究とし

て、松川ら 8)は、宇都宮市を対象に、自己用限定型3411条
例による宅地開発と人口移動（居住者の従前居住地からの

移動）の関係を明らかにしている。自己用住宅の開発に伴

う居住者の移動に着目しているため、土地利用と人口の変

化は整合することが前提であり、乖離は明らかにできてい

ない。また、仲ら 9)が、今後のニュータウン（NT）におけ

る持続可能性を見出す知見を得るために、年齢別人口割合

でNT を分類した上で戸建住宅の更新状況を把握している。

この研究は対象エリア（NT）や変化が限定的であるものの、

都市の持続性を考える上で、土地利用変化・人口変化に着

目する点は、本研究と共通する。 

これらの既往研究に対し本研究の特徴は、開発・更新・

縮退動向を包括的に捉えた上で、人口動態との整合・乖離

を明らかにする点にある。本研究の成果は、人口減少期に

おいて、開発を誘導する地区、更新を促す地区、縮退を受

け入れる地区などの土地利用コントロールのあり方を検討

する上で、示唆を与えると考えられる。 

 

２．研究概要 

２－１．  研究対象地 

 本研究では、広島県東広島市の都市計画区域を対象とし

た（図 1）。東広島市の人口は、196,608 人（令和 2 年度国

勢調査）で、微増傾向にある。多くの地方都市で人口減少

が加速する中、東広島市では、人口が増加する地区と減少

する地区が併存し、将来的に人口減少が進むと予測されて

いる 10)ものの、半導体関連企業の誘致等により、短期的な

人口増加が見込まれる 11)ため、新規住宅整備が進むことが

予想される。今後、実際に人口減少が進行し、それに伴う

問題（インフラコストや環境負荷の増加等）が発生する前

段階で、問題を抑制するための土地利用コントロールを行

うことが求められている都市といえる。 

 図1より、東広島市は、東広島市都市計画区域（線引き

都市計画区域）、河内都市計画区域と安芸津都市計画区域

（いずれも、非線引き都市計画区域）、都市計画区域外（福

富・豊栄・河内の一部の区域）で構成される。平成18年に、

都市計画法第34 条11 号（以降、3411 条例とする。）や12
号などの規定に基づき「都市計画法に基づく開発行為等の

許可の基準に関する条例」が制定された。制定当初は文言

指定により許可対象区域を定めていたが、滲みだしが問題

視され、スプロール化抑制のため、令和6年に図面指定に

変更された 12)。 

２－２． 研究の流れ 

 本研究では、住宅地の開発・更新・縮退パターンと、そ

れらが発生しやすい空間的特徴を把握する。さらに、人口

動態との関連分析により、土地利用変化と人口動態の整合・

乖離の実態を明らかにする。本研究の流れを以下に記す。 

1） 住宅地の開発率・更新率・縮退率に基づく空間パター

ンの類型化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2） 類型の発生に影響する空間的特徴の把握分析 

3） 類型別の開発・更新・縮退動向と人口動態の関連分析 

 

３．住宅地の開発・更新・縮退パターンの分類 

３－１． 開発率・更新率・縮退率の算出方法 

 住宅地の開発・更新・縮退の空間的な発生状況を把握す

るために、本研究では、500mメッシュ単位で開発率・更新

率・縮退率を算出し、これらの指標を用いて空間パターン

分類を行った。以下に、分析対象と分析手法を示す。 

本研究では、平成28年～令和2年の住宅建物（戸建・集

合住宅）の土地利用変化を対象とした。また、分析単位は

500mメッシュとし、都市計画区域内を対象とした。なお、

隣接市町との境界や海岸線を含むメッシュは原則として除

外したが、平成 28 年または令和 2 年時点で住宅が存在す

るメッシュについては対象に含めた。その結果、1,636メッ

シュが抽出され、さらに開発・更新・縮退のいずれも発生

していないメッシュを除外した749メッシュを分析対象と

した。分析方法としては、500m メッシュごとに、平成 28
年時点の住宅数に対する開発・更新・縮退棟数（平成28年
～令和2年の発生数）を集計し、それぞれの発生率を算出

した。以下に計算式を示す。 

   �� �
��

����	

∗ 100 （� � �, �, �）   …（1） 

Xi：住宅地利用変化の発生率（d：開発, r：更新, s：縮退） 

Nd：平成28年～令和2年に発生した開発棟数 

Nr：平成28年～令和2年に発生した更新棟数 

Ns：平成28年～令和2年に発生した縮退棟数 

N2016：平成28年の建物棟数 

開発については、広島県都市計画基礎調査（令和3年度）

の「新築動向（n=4,368）」を用いて、新築住宅を対象とし

図1 研究対象地 
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た。更新については、「建替住宅（n=93）」と「再使用空き

家（n=263）」を対象とした。建替住宅については、既往研

究 13)を参考に、平成 28 年と令和 2 年のゼンリン住宅地図

（Zmap TownⅡ）データ(1)を用いて、形状変化した住宅を抽

出(2)し、さらに、航空写真やGoogle Maps のStreet View を

用いて建替が確認できた住宅を対象とした。再使用空き家

については、平成28年度・令和3年度の空き家実態調査結

果より、平成28年度のみ空き家と判定された建物のうち、

ゼンリン住宅地図（平成28年）と照合して同一建物である

ことが確認できた建物を対象とした。縮退については、「放

置空き家（n=2,171）」「新規空き家（n=435）」「空き家の更

地化（n=203）」を対象とした。いずれも、平成28年度・令

和3年度の空き家実態調査結果を用いて、両時点で空き家

と判定された建物を「放置空き家」、令和3年度のみ空き家

と判定された建物を「新規空き家」、平成28年時点で空き

家と判定された建物が令和3年度時点で消失し、令和2年
のゼンリン住宅地図で住宅として確認できない場合を「空

き家の更地化」とした(3)。 

３－２． 住宅地の開発・更新・縮退パターン分類 

 前節で算出した749メッシュの開発率・更新率・縮退率

の中央値をそれぞれ算出し、中央値以上の場合は「高」、中

央値未満の場合は「低」と判定して、住宅地の開発・更新・

縮退パターンを 8 クラスターに分類した（表 1）。さらに、

各類型の空間分布を把握した（図2）。 

CL1（開発集中型）は、開発率のみ高い類型で、142メッ

シュと比較的多く、広い範囲で開発が進行していることが

分かる。分布を見ると、市街化区域やその周辺の市街化調

整区域で特に多い。また、西条・志和・黒瀬・高屋の市街

化調整区域内では、分散して発生しているエリアもある。 

CL2（更新集中型）は、更新率のみ高い類型で、市街化調

整区域や用途白地に分布している。 

CL3（縮退集中型）は、縮退率のみ高い類型で、265メッ

シュと最も多い。東広島市全体では人口が微増傾向にあり、

CL1のような開発が進むエリアもある一方で、本類型が広

く分布していることから、都市内で、開発が進むエリアと

縮退が進行するエリアが併存していることが分かる。対象

地全域で広域に分布しており、特に志和や黒瀬では連たん

して分布している。 

CL4（開発・更新併存型）は、市街化区域内に多く分布し

ており、開発と更新が同時に進行しているエリアである。 

CL5（開発・縮退併存型）は、空き家や更地の発生と新築

住宅が同時に見られることから、既存の空き家が放置され

たまま新規開発が進行する「土地の使い捨て」的な現象が

生じている可能性がある。 

CL6（更新・縮退併存型）は、既存ストックの活用と空き

家や更地の発生が同時に進行している。分布を見ると、非

線引き都市計画区域内で多い。 

CL7（住宅地利用変化多様型）は、4メッシュと少ない。

個別に実態を確認すると、住宅棟数が少ないメッシュにお

いて複数の変化が生じており、結果として割合が高くなっ

ている可能性がある。 

CL8（住宅地利用変化停滞型）は、開発率・更新率・縮退

率のいずれも低い類型で、CL3に次いでメッシュ数が多い。

市街化区域を含め対象地全域に広く分布しており、特定の

エリアに偏らず分散している。このことから、住宅地の土

地利用変化が相対的に少ない傾向を示す類型と考えられる。 

３－３． 開発・更新・縮退の構成特性の把握 

 開発・更新・縮退の発生量と構成特性の平均値を類型別

に整理した（図3）。なお、構成特性は、3411条例による開

発許可の有無(4)、自己用住宅・非自己用住宅(4)の有無、農地

転用の有無(5)、更新と縮退の内訳とした。 

開発では、CL1とCL4の市街化区域・市街化調整区域の

平均開発棟数が多く、3411 条例割合も非常に高い。特に

CL4では非自己用住宅割合や農地転用割合も高く、分譲目

的の宅地開発が集中している可能性が示唆される。CL5で
は、市街化調整区域の平均開発棟数が多いことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図2 開発・更新・縮退パターン 

表1 住宅地の開発・更新・縮退パターン分類 

※括弧内は各クラスターの平均値中央値より高 中央値より低

開発率 更新率 縮退率

高 低 低

(32.38%) (0.34%) (3.97%)

低 高 低

(1.52%) (12.85%) (4.88%)

低 低 高

(0.49%) (0.07%) (37.14%)

高 高 低

(22.19%) (5.12%) (5.64%)

高 低 高

(18.23%) (0.18%) (31.57%)

低 高 高

(1.38%) (10.21%) (22.57%)

高 高 高

(11.32%) (6.39%) (27.42%)

低 低 低

(2.16%) (0.23%) (5.35%)

6.78% 2.24% 11.76% 749 100%

クラスター（CL）名 CL数・割合

1 開発集中型 142 18.96%

2 更新集中型 33 4.41%

3 縮退集中型 265 35.38%

4 開発・更新併存型 21 2.80%

5 開発・縮退併存型 36 4.81%

6 更新・縮退併存型 38 5.07%

7 住宅地利用変化多様型 4 0.53%

8 住宅地利用変化停滞型 210 28.04%

全サンプルの中央値
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更新は、開発・縮退と比べて全体的に平均棟数が少ない。

CL2・CL4・CL6の更新棟数が多いが、CL2は市街化調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区域、CL4は市街化区域、CL6は非線引き用途地域で多く、

CL ごとに発生量の多いエリアが異なる。基本的には再使

用空き家割合が高いが、CL1やCL4は建替割合が相対的に

高い。縮退では、CL6 の平均発生棟数が多い。また、CL5
の市街化調整区域での平均縮退棟数が非常に多い。開発と

縮退が併存する類型であるが、放置空き家割合が高く、衰

退も進んでいる。 

以上より、CLごとに開発・更新・縮退の土地利用規制種

別の発生棟数と構成特性が異なることが把握できた。 

 

４．開発・更新・縮退動向と空間的特徴の関連分析 

 ここでは、前章で整理した開発・更新・縮退パターンが

発生しやすい空間的特徴を把握する。CL1、CL3、CL8は都

市内に比較的多く分布しているため、各類型の典型的な空

間的特徴を明らかにすることを目的として、二項ロジステ

ィック回帰分析を行った。その結果、各指標が類型の発生

に与える影響を把握することはできるが、各指標値が他類

型と比べて特徴的であるかは明らかにできない。そこで、

各指標の単位の違いを考慮して偏差値化した上で、類型間

の比較により、各類型の相対的な空間的特徴を整理した。

なお、CL1、CL3、CL8以外の類型については、メッシュ数

が比較的少なく、回帰分析による推定が困難な可能性があ

るため、相対比較のみで特徴を把握することとした。なお、

CL7はメッシュ数が非常に少なく、特定メッシュの影響を

受けやすいと考え、以降の分析から除外した。 

４－１． 説明変数の選定 

 住宅地の開発・更新・縮退の発生に影響する空間的特徴

として、既往研究 5)6)等を参考に、地形・土地利用条件、周

辺建物条件、土地利用制度条件、交通条件、周辺施設条件

に着目し、指標を選定・算出した（表2）。なお、開発に影

響する指標として、開発の制度的背景によって空間的特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図3 CL別の開発・更新・縮退の構成 

CL1 CL2 CL3 CL4 CL5 CL6 CL7 CL8
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土地利用規制種別開発棟数（棟）

0.030.500.160.310.330.010.060.01

0.1200.3900.100.040.120.51

0.720.750.244.196.380.140.398.46

1.500.750.031.538.950.02013.37

3411条例・自己用・非自己用・農地転用の割合（%）

5.8003.2326.7322.3620.0015.7935.81

23.400068.2051.3610.9110.5363.12

1.8012.5003.232.7205.261.20

6.0104.2118.2248.052.926.0640.25

土地利用規制種別更新棟数（棟）

00.250.5500.190.010.210

0.0300.9500.100.020.180.02

0.070.500.710.080.670.020.970.06

0.210.250.130.031.860.010.090.39

再使用空き家・建替の割合（%）

23.88257.872533.9028.5718.7550

76.127592.137566.1071.4381.2550

土地利用規制種別縮退棟数（棟）

0.141.52.130.690.100.880.240.01

0.3502.3400.050.450.420.13

1.522.251.793.641.482.650.970.95

1.0310.260.562.330.220.061.90

放置空き家・新規空き家・空き家から更地化の割合（%）

76.1878.9560.8984.6661.4582.7360.7174.82

18.65025.4011.3625.3011.1533.9315.53

5.1721.0513.713.9813.256.125.369.65

市街化区域棟数 市街化調整区域棟数 非線引き用途地域棟数 用途白地棟数

放置空き家割合 新規空き家割合 空き家から更地化割合

市街化区域棟数 市街化調整区域棟数 非線引き用途地域棟数 用途白地棟数

3411条例による開発割合
（調整区域内開発に対する割合）

自己用住宅開発割合 非自己用住宅開発割合 農地転用割合

市街化区域棟数 市街化調整区域棟数 非線引き用途地域棟数 用途白地棟数

空き家の再使用割合 建替割合

表2 空間的特徴指標 
NO 分類 説明変数 データ出所

1 平均標高(m) 基盤地図情報

2 平均傾斜角 NO1.のデータをもとに、GISで作成

3 農用地区域面積割合(%) 国土数値情報

4 商業用地面積割合(%) 

5 工業用地面積割合(%) 

6 建物棟数 Zmap-TownⅡ（2016年）

7 2003年以前住宅割合(%) Zmap-TownⅡ（2003年、2020年）

8 放置空き家割合(%)

9 新規空き家割合(%)

10 非自己用住宅割合(%)

11 自己用住宅割合(%)

12 3411条例割合(%)

13 農地転用割合(%)
広島県都市計画基礎調査（平成28年度）の土地利用
現況、新築動向

14 市街化区域ダミー

15 市街化調整区域ダミー

16 非線引き用途地域ダミー

17 用途白地ダミー

18 地区計画ダミー

19 駅勢圏ダミー

20 バス停勢圏ダミー

21 狭隘道路幅員割合(%)

22 幹線道路までの距離(m)
ESRIジャパンデータコンテンツArcGIS Geo Suite
道路網 2019

23 最寄りICまでの距離(m)

24 最寄り小学校までの距離(m)

25 最寄り大学までの距離(m)

26 最寄り内科外科までの距離(m)

27 スーパーマーケット商圏(2km)ダミー マピオン電話帳

広島県都市計画基礎調査（平成28年度）の土地利用
現況

周辺施設
条件

土地利用
制度条件

交通条件

地形・
土地利用

条件

東広島市提供
（平成28年度・令和3年度空き家実態調査）

周辺建物
条件

・東広島市提供（開発許可申請）
・広島県都市計画基礎調査（令和3年度）の新築動向

東広島市提供

国土数値情報

国土数値情報
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が異なる可能性があると考え、3411条例割合と農地転用割

合を設定した。 

４－２． 二項ロジスティック回帰分析による空間的特徴 

 CL1、CL3、CL8 を対象に、各類型の発生有無（有：1、
無：0）を目的変数、前節で算出した指標を説明変数として、

二項ロジスティック回帰分析（変数増加法：尤度比）を行

った。なお、説明変数間の相関を確認した結果、他の説明

変数との相関係数が 0.7 以上となる指標はなかったため、

すべての変数を分析に用いた。また、CL1 は開発集中型、

CL3は縮退集中型であるため、分析の妥当性を考慮し、CL1
では空き家関連指標、CL3 では開発関連指標は除外した。 

 結果を表 3 に示す。いずれのCL もオムニバス検定の有

意確率が 5%未満で、Hosmer-Lemeshow 検定が 5%以上で

あることから、モデルの適合度は一定程度高く、また、予

測値の正解率も86.0%（CL1）、75.7%（CL3）、73.6%（CL8）
であり、一定程度の判別精度を有すると考えた。 

CL1 の発生には、「非自己用住宅割合」「農地転用割合」

「3411条例割合」の高さが影響していると考えられる。ま

た、「平均傾斜角」「農用地面積割合」が低く、「最寄り大学

までの距離」が短いことも有意に影響している。大学周辺

の市街化調整区域内で、農地転用を伴う開発や分譲宅地開

発の多いエリアで発生しやすいと考えられる。 

 CL3の発生には、「建物棟数」の少なさや「放置空き家割

合」「新規空き家割合」の高さが影響していると考えられる。

また、「狭隘道路幅員割合」が高く、「バス停勢圏」である

一方で「最寄り小学校までの距離」「最寄り大学までの距離」

が長いことも影響している。公共交通はあるものの、生活

利便性の低い低密度な住宅地で発生しやすいと考えられる。 

CL8の発生には、「建物棟数」が多く、「農用地面積割合」

「2003年以前住宅割合」が高いことが影響する一方で、「工

業用地面積割合」が低く、「用途白地」でないことが影響し

ていると考えられる。一定の住宅ストックが蓄積された比

較的古い住宅地において発生しやすい傾向が示唆される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－３． 類型間の相対比較による空間的特徴 

 各類型の空間的特徴を他類型との比較によって把握した。

なお、この手法は、各類型の優劣を評価するものではなく、

相対的な特徴把握を目的とする。結果を図4に示す。また、

各類型の特徴を以下に記す。なお、特徴的な指標について

は、指標名と合わせて偏差値を括弧書きで示す。 

CL2は、市街化区域内（46.45）で少ない一方、用途白地

内（51.91）で相対的にやや多く、バス停勢圏（47.4）やス

ーパー商圏（46.87）では少ない。また、農用地区域面積割

合（52.13）は相対的に高い傾向にある。これらの特徴から、

農用地を含む郊外の既存集落を有するエリアと考えられる。 

CL4 は、市街化区域内（54.13）、地区計画策定エリア

（54.72）、駅勢圏（58.55）に多く、交通利便性の高いエリ

アに分布している。また、商業用地面積割合（55.78）や工

業用地面積割合（58.98）も相対的に高いことから、都市機

能や業務機能が集積するエリアと考えられる。このような

エリアでは、新規開発と既存ストックの更新が同時に進行

している。 

CL5は、幹線道路（51.46）や内科外科（53.66）までの距 

表3 二項ロジスティック回帰分析結果 

偏回帰係数 オッズ比 偏回帰係数 オッズ比 偏回帰係数 オッズ比
平均標高
平均傾斜角 ※ -0.549** 0.578
農用地区域面積(%) -0.646** 0.524 0.416** 1.515
商業用地面積割合(%) ※
工業用地面積割合(%) ※ -0.218* 0.804
建物棟数※ -1.264** 0.282 0.696** 2.006
2003年以前住宅割合(%) 0.408** 1.504
放置空き家割合(%) - - 0.758** 2.135
新規空き家割合(%) - - 0.302* 1.352
非自己用住宅割合(%) 0.464** 1.590 - -
自己用住宅割合(%) - -
農地転用割合(%) 0.430** 1.538 - -
市街化区域ダミー
市街化調整区域ダミー
非線引き用途地域ダミー
用途白地ダミー -0.825** 0.438
3411条例割合(%) 0.382** 1.465 - -
狭隘道路幅員割合(%) 0.260* 1.296
駅勢圏(800m)ダミー
バス停勢圏(300m)ダミー 0.735** 2.085
幹線道路までの距離(m)※
最寄りICまでの距離(m)※
最寄り小学校までの距離(m)※ 0.349** 1.417
最寄り大学までの距離(m) -0.351* 0.704 0.232* 1.261
最寄り内科外科までの距離(m)※
スーパーマーケット商圏(2km)ダミー

-2.033** 0.131 -1.250** 0.286 -1.006** 0.366

(注)※印の変数は、対数変換を行った。 *p<0.05　**<0.01

土地利用制度条件

交通条件

周辺施設条件

目的変数 発生の有無（有：1、無：0）　サンプル数：749 CL1 CL3 CL8

判別的中率 86.0% 75.7% 73.6%

地形・土地利用条件

周辺建物条件

定数
オムニバス検定 0.000** 0.000** 0.000**

Hosmer-Lemeshow検定 0.204 0.05 0.05

説明変数

図4 CL別空間的特徴指標の平均偏差値 
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離が相対的に長く、狭隘道路幅員割合（52.67）も相対的に

高いことから、生活利便性の低いエリアに分布している。

一方で、開発と縮退が同時にみられることから、既存スト

ックが十分に活用されないまま新規供給が行われている可

能性があり、土地利用の非効率化が生じていることが示唆

される。 

 CL6は、非線引き用途地域（51.42）や用途白地（56.61）
内が相対的に多い一方で、駅勢圏（52.79）やバス停勢圏

（50.43）に含まれるなど、一定の公共交通利便性を有して

いる。しかし、更新と空き家が同時に発生しており、住宅

地としての維持と衰退が混在している状態といえる。 

 

５．開発・更新・縮退パターン別の人口動態の把握 

人口減少期においては、開発が生じているエリアであっ

ても必ずしも人口増加に結びつくとは限らず、また、縮退

が進行するエリアにおいても人口減少の程度や構造は一様

でない。東広島市の場合(6)、市全域の人口は微増傾向だが、

人口増加メッシュよりも人口減少メッシュが多い。また、

人口増加メッシュでは開発率が高く、人口減少メッシュで

は縮退率が高いことから、開発・更新・縮退動向と人口動

態は概ね対応していると考えられるが、人口増加メッシュ

でも一定の縮退率がみられ、人口減少メッシュでも一定の

開発率がみられる。このことより、市内の開発・更新・縮

退動向と人口動態の関係は一様でないと考えられるため、

これらの対応関係を類型別に把握することが重要といえる。 

そこで本章では、人口密度、人口増減率、高齢化率、生

産年齢人口率を指標として、各類型の人口動態の特徴を整

理するとともに、開発・更新・縮退の空間パターンと人口

動態との対応関係を明らかにした。また、人口動態の把握

には、平成 27 年度と令和 2 年度の国勢調査の人口を用い

ることとしたが、開発・更新・縮退パターンで用いるデー

タ（平成28年・令和2年）との時期のずれがあるため、本

分析は、あくまで変化の傾向把握に留める。 

５－１． 人口動態指標による空間パターンの分類 

開発・更新・縮退パターンと人口動態の対応関係を把握

するにあたって、同一の空間パターンであっても、人口密

度や人口増減率の違いにより、意味合いが異なる可能性が

ある。例えば、開発が集中するエリアにおいて、高密で人

口増加がみられる場合には新規需要の流入と考えられる一

方で、低密で人口減少がみられる場合には、既存ストック

が活用されないまま新規供給が行われている可能性がある。

そこで、メッシュごとに平均人口密度および平均人口増減

率を算出し、基準を定めて分類した（表5）。人口密度につ

いては既成市街地の基準である40人/ha以上を「高」、40人
/ha 未満を「低」とし、人口増減率については、「＋」（0%
以上）と「－」（0%未満）で区分した。 

５－２． 空間パターンと人口動態の整合・乖離 

 CL1では、全体的に開発率は高く、特に低密・人口増加

メッシュで高い。低密・人口減少メッシュでも開発が発生

しており、分布を確認すると、線引き境界線を含むメッシ

ュや市街化調整区域内のメッシュであったため、スプロー

ル化が進行している可能性がある。 

 CL2では、更新率が相対的に高いが、低密メッシュが多

く、人口増減は一様でない。既存ストックが維持されてい

るものの、人口や密度の維持には必ずしも結びついていな

い状況が示唆される。 

CL3では、縮退率と高齢化率が全体的に高く、低密・人

口減少メッシュ数は全体で最も多い。低密・人口増加メッ

シュでも縮退率は高く、縮退と人口減少は必ずしも対応し

ないことが分かる。 

 CL4では、高密・人口増加メッシュが多く、人口維持・

集積が生じていると考えられる。一方で、低密・人口減少

メッシュでも一定の開発・更新が見られ、生産年齢人口率

は比較的高い。 

CL5では、高密メッシュにおいて開発率と生産年齢人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5 開発・更新・縮退動向と人口動態の対応 

人口
密度

増減率
人口密度
(人/ha)

人口
増減率
(%)

生産年齢
人口率
(%)

高齢化率
(%)

開発率
(%)

更新率
(%)

縮退率
(%)

29.2 0.5 2.97

13.74 0.6 4.65

53.66 0.09 5.96

18.5 0.13 3.12

＋ 0

1.01 3.13 3.73

1.17 21.06 3.66

1.92 6.38 6.16

0.85 0 28.93

1.45 0.62 23.36

0.3 0.03 46.44

0.56 0.08 32.21

21.29 4.08 5.75

－ 0

30.67 5.02 4.74

17.28 6.53 6.14

52.17 1.11 15.24

16.09 0.66 13.79

18.82 0 33.99

12 0.1 34.56

6.58 3.95 15.79

2.16 7.15 16.62

0.82 8.84 20.6

1.34 11.66 24.76

4.81 0.62 3.51

2.69 0.42 2.91

1.96 0.08 6.05

1.62 0.15 6.53

9.37 56.8556.12

－ 102 15.26 -14.82 39.6451.66

17.9664.19

－ 51 110.22 -7.18 25.8861.57

8

高

＋ 14 137.55 8.7

低

＋ 43 18.8

22 11.04 -17.78 47.1542.71

低

＋ 12 8.16 22.62 49.8557.24

－

－ 3 90.34 -11.26 4845.06

6

高

＋ 1 69.69 43.99 14.8761.91

22.5 37.0444.99

－ 17 7.57 -21.72 4246.93

20.657.97

－ 2 43.6 -12.22 21.1464.36

5

高

＋ 3 70.11 27.57

低

＋ 14 8.02

7 15.24 -15.99 26.1559.67

低

＋ 5 17.2 15.1 30.6953.08

－

4

高
＋ 9 104.67 25.17 24.9655.22

25.28 39.0741.88

－ 163 7.25 -20.96 41.7142.76

45.4335.81

－ 4 58.93 -11.32 47.8544.7

3

高

＋ 3 48.52 54.9

低

＋ 95 6.91

－ 16 12.53 -12.77 45.6746.66

40.2550.12

低

＋ 15 11.82 17.17 32.9650.25
2

高
－ 2 48.14 -7.69

23 15.83 -19.56 28.5653.79

低

＋ 38 18.45 30.23 28.5654.8

－

18.43 15.0862.88

－ 15 131.17 -4.43 21.8960.98

CL

分類

CL数

人口動態 開発・更新・縮退

1

高

＋ 66 126.45

:＋ :－人口増減率 :1位 :2位 :3位開発・更新・縮退率
（値の大きい順）
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率が高い一方で、低密メッシュでは縮退率と高齢化率が高

い。低密・人口減少メッシュでの縮退率・人口減少率は顕

著であり、衰退が進行する中で一定の開発も行われている

ことから、土地利用の非効率化が生じている可能性がある。 

CL6では、更新と縮退が併存しており、高齢化率が基本

的に高い。低密・人口減少メッシュが CL 内で最多で、縮

退率も顕著である。一方で、人口増加メッシュでも一定の

縮退がみられることから、人口動態と土地利用変化が必ず

しも一致していない状態にあると考えられる。 

CL8では、いずれの変化も小さいものの、高密メッシュ

と低密メッシュの人口密度や高齢化率の差が大きい。分布

を確認したところ、高密・人口減増加メッシュは郊外住宅

団地に多く、低密・人口減少メッシュは既存集落で多いこ

が分かり、エリアによって生じる問題や解決の方向性は異

なることが考えられる。 

以上より、開発・更新・縮退パターンは、人口密度や人

口増減率の違いによって異なる実態を示すことが明らかと

なった。特に、開発が多い類型であっても人口減少が進行

するメッシュや、縮退が進む類型であっても人口増加がみ

られるメッシュが存在するなど、土地利用変化と人口動態

の関係は一様ではない。しかし、これらの整合・乖離の把

握のみでは、土地利用コントロールの方向性を考えること

は難しい。今後は、これらの整合・乖離が継続した場合の

インフラコストや生活利便性等から都市の持続性に係る評

価につなげることが必要と考える。 

５－３． 個別メッシュにおける実態把握 

開発・更新・縮退パターンと人口動態に乖離のあるエリ

アが、どのような空間かを把握するために、個別メッシュ

に着目して実態把握を行った。本稿では、例として、CL5・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低密・人口減メッシュ、CL6・高密・人口減メッシュの特性

を整理した（表6）。 

 CL5・低密・人口減メッシュでは、3411条例による許可

を伴う開発が新築の 100%を占め、そのうち非自己用住宅

が90%、農地転用が20%と、分譲目的のミニ開発が発生し

ている。一方で縮退率は22.22%で、縮退の全てが放置空き

家である。対象エリアの地図と写真より、幹線道路を挟ん

で、老朽化した住宅とミニ開発による住宅が立地している

様子が分かる。駅勢圏外で自動車利用が主要な交通手段と

考えられるエリアで、「土地の使い捨て」が顕在化している。 

 CL6・高密・人口減メッシュでは、駅勢圏内・バス停勢圏

内・スーパー商圏内と比較的利便性の高いエリアに位置し、

更新の 100%が再使用空き家であり、既存ストックを活用

しながら住み継ごうとする動きが確認される。対象メッシ

ュの地図と写真より、建物密集エリアにおいて、更新され

た住宅と老朽化した住宅が立地している。しかし、高齢化

率は50.48%、人口増減率は−14.58%と人口の減少・高齢化

が深刻であり、自律的な更新の継続には限界がある。利便

性の高さを活かしつつ、空き家の再使用を促進する仕組み

や生活サービスの維持方策など、エリアを持続させるため

の積極的な施策展開が求められる。 

 

６．おわりに 

 本研究では、広島県東広島市の都市計画区域を対象に、

住宅地における開発・更新・縮退の空間パターンを類型化

し、各類型が発生しやすい空間的特徴および人口動態との

関係を明らかにした。以下に、分析により得られた知見を

整理する。 

住宅地の開発・更新・縮退動向は、多様な組み合わせで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表6 個別メッシュにおける開発・更新・縮退動向と人口動態の特性 
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分布し、対象地全域のマクロスケールでは、縮退が広域に

分布する一方、開発は市街化区域やその周辺の市街化調整

区域に集中するなど、類型ごとに異なる空間的偏在がみら

れた。メッシュ単位のミクロスケールでは、異なる土地利

用変化が同時発生するエリアも多く、開発と縮退が同一エ

リアで発生し、「土地の使い捨て」が生じている可能性も示

唆された。 

また、パターンごとに発生しやすい空間的特徴を把握し

た結果、CL1は規制緩和エリアや交通利便性の高いエリア

で発生しやすく、CL3は広域に分布しつつ、周辺の建物状

況や生活利便性の低さと関係することが分かった。 

開発・更新・縮退パターンと人口動態の関係分析の結果、

開発が進むエリアであっても必ずしも人口増加と対応せず、

また縮退が進行するエリアにおいても人口減少の程度に差

があるなど、両者の関係は一様ではないことが確認された。 

以上より、人口減少期においては、開発・更新・縮退を

個別に捉えるのではなく、組み合わせとしての空間パター

ンを把握し、人口動態との対応関係を踏まえた土地利用コ

ントロールが必要と考えられる。 

今後の課題として、本研究では2時点のデータを利用し

て分析を行ったが、時系列データを拡充することで、各類

型の変化過程と人口動態の関係をより詳細に明らかにでき

ると考えられる。また、個別メッシュの分析により、実際

に生じている土地利用変化の状況を把握したものの、その

発生過程や意思決定の背景は明らかにできていない。今後

は、民間開発事業者や居住者へのアンケート調査などによ

り、各事象の発生メカニズムを解明することも重要である。

さらに、本研究で把握した開発・更新・縮退パターンと人

口動態との対応関係を踏まえ、それぞれの状態が継続した

場合の持続性評価を行うことで、持続可能な都市構造に向

けた土地利用コントロールのあり方を検討していきたい。 
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【補注】  

(1) ゼンリン住宅地図データの一般建物（ビル・アパート、個人

の家屋）を用いているため、実際の住宅棟数とは異なる。 

(2) 既往研究 13)を参考に、2016 年と 2020 年の建物ポリゴンデ

ータの一致率が0.9未満の場合、建替住宅と判定した。 

(3) 管理不全の空き家を更地化することは、新たな土地利用活用

として有効であり、必ずしも縮退とはいえないが、本研究で

は活用可能な空き家のみを対象としており、住宅ストックが

活用されなかったとみなし、縮退として扱うこととした。 

(4) 東広島市より提供のあった開発許可申請データより、3411
条例によって開発許可を得た開発位置、自己用住宅・非自己

用住宅を目的とした開発位置を把握した。これらの位置と広

島県都市計画基礎調査（令和3年度）の新築動向の位置を照

合し、一致した場合は、3411条例による開発許可と判断、あ

るいは、自己用・非自己用・その他に分類した。 

(5) 広島県都市計画基礎調査（平成27年度）の田畑データと(4)

と同様に新築動向を照合し、農地転用とそれ以外に分類した。 

(6) 東広島市全域、人口増加メッシュ、人口減少メッシュ別に、

開発・更新・縮退動向と人口動態を表4に整理した。 
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表4 開発・更新・縮退動向と人口動態 

メッシュ数
（500m単位）

人口増減率
（%）

開発率
（%）

更新率
（%）

縮退率
（%）

東広島市全域 749 2.96 10.74 0.88 6.91

人口増加メッシュ 319 15.23 19.42 0.89 5.98

人口減少メッシュ 430 -8.88 4.13 1 7.6
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